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ご あ い さ つ

東北森林管理局長 黒川正美

皆様、おはようございます。平成２５年度の森林・林業技術交流発表

会の開催に当たりまして、一言ご挨拶申しあげます。

本日ご臨席の皆様方には、常日頃から東北森林管理局の業務運営に関

しまして格別のご理解とご協力を賜り厚く御礼申しあげます。また、様

々な立場で森林・林業・木材産業の活性化に寄与して頂いておりますこ

とに対し深く敬意を表する次第です。また、本日は審査員をお引き受け

頂いた皆様方には、大変お忙しいところをご出席頂き誠にありがとうご

ざいます。

この発表会は森林・林業・木材産業の活性化等を推進するために、情

報提供、意見交換を行い関係者の技術の普及・向上そして交流の推進を

図ることを目的として開催しているところです。

昨年末に政府の農林水産業地域の活力創造本部におきまして、攻めの

農林水産業に向けて農林水産業地域の活力創造プランが決定されており

ます。このプランの中で森林・林業関係では、林業の成長産業化が位置

付けられており、今後、木材需要の創出とか国産材の安定供給体制の構

築、あるいは多面的機能の維持・向上などの課題に取り組んでいかなけ

ればならないところです。これらの課題解決には、関係者の皆さまの技

術の普及・向上が不可欠であります。

本日の発表会には森づくり、環境教育にかかわる団体、高校、大学、

研究機関、県そして国有林と幅広い関係者に参加して頂いております。

このように様々な関係者が集まり情報を共有するとともに、連携、協力

して技術力の向上を図っていくということが極めて重要だと考えており

ます。



また、今年度より国有林野事業が、特別会計から一般会計へと移行致

しました。これによりまして国有林が持っております組織、技術力、そ

して資源を最大限に活用して、森林・林業の再生あるいは地域の活性化

に一層貢献していくということが求められております。本日の発表会は、

そういう意味でも国有林の技術力を示す場であるということで意義のあ

るものだと考えております。

さてこのあと、平成２５年度の国有林野事業業務研究発表会の伝達表

彰を行うことになっております。昨年度のこの交流発表会で受賞された

方々に代表で中央のこの業務研究発表会に出席して頂いております。東

北からは３組に出席して頂きましたが、その３組全てが最優秀賞等の受

賞をしております。発表された方々、誠におめでとうございます。これ

も皆様方の常日頃の業務や研究に対する取り組みの成果であり、東北地

域の取り組みのレベルの高さと評価できるのではないかと考えておりま

す。

最後になりますが、本日、明日の２日間を通じて本発表会の目的であ

る技術力の普及・向上、そして交流を積極的に図ることによって東北か

ら我が国の森林・林業の再生が図られることを祈念致しまして私の開会

の挨拶とさせていただきます。

どうぞよろしくお願いいたします。
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列状間伐の実施方法の判断に関する考察 
 

三八上北森林管理署 森林官 〇一重喬一郎 鈴木晃輔 児玉俊一  

 

1. はじめに 

 間伐は、林分を健全に維持し、残存木の生長の促進と形質の向上を目的として実施

される。これらの目的を満たしつつ、限られた予算や人員のもと多くの要間伐林分に

施業を行うための一つの方策として、従来の定性間伐と比べて作業効率が高いとされ

る列状間伐が積極的に実施されてきた。ただし、一口に列状間伐といっても、どの様

に伐採列と残存列を組み合わせるか、また、残存列へ定性間伐を加えるか否か等、そ

れらの組合せによって間伐作業の生産性や間伐による保育効果に差があると考えられ

る。そこで本調査では、様々な方式の列状間伐の得失を整理し、どの様に間伐を実施

していくべきか判断するために必要な知見を得ることを目的とした。  

 

2. 調査方法 

 既発表論文等のレビューによる文献調査と管内施業跡地での実地調査を行った。  

2.1 文献調査 

 「CiNii Articles」、「J-STAGE」および「Google scholar」といった文献検索サイトと

「Google」によって「列状間伐」等のキーワードで検索し、表題や要旨等から関連す

ると判断された文献をレビューした。また、国有林のイントラネットである「Garoon」

の「全文検索システム」により「技術開発情報」も検索した。なお、レビューの対象

は国内の調査・研究結果とし、そのうち学会発表等の講演要旨は対象としなかった。  

2.2 実地調査 

 文献調査によっては十分に明らかにできなかった事項について、実地調査を行った。

調査対象林分の概況と調査内容を表 1 に示した。  

 

表 1 実地調査対象林分の概況と調査内容 

列状間伐 43 定性間伐 41 列状間伐（2伐4残） 45
（1.5～2伐4残） 保育間伐 30
保育間伐 30 経常間伐 30 除伐Ⅱ類 19
保育間伐 26 保育間伐 24 除伐 15
除伐Ⅱ類 20 除伐Ⅱ類 18 除伐 9
除伐 13 除伐 12

林小班名 （調査区名） 蔦国有林113り3 （蔦列状区） 蔦国有林113り6 （蔦定性区） 生内国有林28い7 （生内列状区）

樹種 / 林齢 スギ / 54 スギ / 52 スギ / 45

現在 / 前回間伐前
※1 1000 / 1286 925 / 1250

現在の平均樹高 （m） 18.5 21.6 20.2

本数密度 （本/ha）

・立木の形状比の分布 （3.3項）

・形質不良木の割合 （3.2項）

1498 / 2247

調査項目（結果掲載カ所）

・樹冠周囲の開き具合 （3.1.2項）

施業履歴
※2

林齢

・胸高直径 （3.1.1項）

・立木間距離 （3.1.1項）

調査面積 （ha） 0.040 0.040 0.027

※1: 前回間伐前の本数密度は、伐根数や伐採列幅から推定した。 ※2: 林班沿革簿から把握し、除伐以降の施業を記載した。  
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実地調査は、11 年前に列状間伐を行った「蔦国有林 113 り 3 小班」、同じく 11 年前

に定性間伐を行った「113 り 6 小班」（それぞれ「蔦列状区」と「蔦定性区」と呼ぶ）

および、今年度に列状間伐を実施した「生内国有林 28 い 7 小班」（「生内列状区」とよ

ぶ）で行った。蔦列状区および蔦定性区では、現在の胸高直径を測定することで間伐

による成長促進効果の評価を試みた。さらに、立木間距離を測定することで、間伐に

よって直径成長に必要な生育空間が確保されたか検証した。生内列状区では、樹冠周

囲の開き具合、形質不良木の割合および立木の形状比の分布を調べることで、生長促

進効果、形質向上効果および冠雪害抵抗性向上効果をそれぞれ評価した。  

 

3. 結果と考察 

3.1 列状間伐による生長促進効果の評価 

3.1.1 列状間伐後の生長量の把握による生長促進効果の評価 

(1) 文献調査 

 文献調査結果を表 2 に示した。  

表 2 列状間伐による生長促進効果の評価事例 

 
 

1 2m伐5m残
（無間伐と比較）

ヒノキ 岡山県 27 間伐の
12年後

列間木、列面木ともに無間伐区と比較して直径成長が
促進されており、2m伐5m残では林分全体に間伐効果

が得られる。

列間木の直径成長は列面
木のそれと比べてわずかに
劣る。

2 1伐3残 スギ 岐阜県 23と29※1

2回目間

伐の
11～19年

後

・間伐列に面する個体と面しない個体の直径成長の差
は大きく、間伐列に面しない個体は成長が劣る。
・1回目の間伐の際に間伐列に面するか否かが、枝の枯

れ上がりが抑制されたか否かに強く影響しており、早期
の間伐が有効である。

植栽密度がやや高い。
（3,850本/ha）

1伐3残 スギ 宮城県
33, 35,

39, 41※2

間伐の
7, 12, 12,

5年後
※2

列状間伐後の生長量を調査した4林分全てで、胸高直

径生長における残存列の違いによる有意な差は認めら
れなかった。

調査地の林況が示されてお
らず、どの様な林分で施業
したのか明らかでない。

2伐5残 スギ 宮城県 49 間伐の
5年後

胸高直径生長における残存列の違いによる有意な差は
認められなかった。

調査地の林況が示されてお
らず、どの様な林分で施業
したのか明らかでない。

4
1伐3残

（3m伐9m残）
カラマツ 長野県 47 間伐の

3年後

中央列の直径成長量は間伐隣接列と比べて有意に低
かった（t検定, p <0.05）ため、残存列が3列以上の場合、

中央列の直径生長を促進するには、点状間伐を追加す
る必要がある。

特になし。

1伐3残＋定性

（定性間伐と比較）
スギ 宮城県 35 間伐の

8年後

列状間伐区の材積成長率は、同一林分内の定性間伐
区のそれと比べて高く、列状間伐が残存木の生長の観
点から有効な間伐方法であると示唆された。

・要間伐林分ではない。

　（RY：約0.5※3
）

・材積間伐率に差がある。
  列状：41％、定性：35％

2伐5残 スギ 宮城県 38 間伐の
4年後

残した5列のうち中央の1列の直径成長率が他の4列と

比べて低く、間伐効果が少なかった。

要間伐林分ではない。

（RY：約0.6※3
）

6 1伐5残 ヒノキ 佐賀県 30 間伐の
5年後

間伐列に隣接する立木における間伐後の胸高直径成
長量は間伐前と比べて1.5～2倍であり、間伐の影響が

認められた。

調査数が少ない。（間伐列
に隣接する立木2本、隣接し

ない立木3本）

1伐4～5残

2伐6残
スギ 秋田県 39～44※4 間伐の

3, 5年後

伐採列が1列の場合は残存木に間伐効果が確認されな

かったものの、2列の場合は林縁部から1～3m程の範囲

で間伐効果が認められた。

左記の結論を述べるには、
結果と考察が不十分と思わ
れる。

2伐6～9残 スギ 秋田県 34 間伐の
5年後

・間伐後に胸高直径成長量が増加する立木は林縁部
から2m程の範囲に限られていた。

・ただし、優勢木は林内の位置に関係なく良好な成長を
続けていた。

特になし。

8 2伐4残 スギ 大分県 15 間伐の
6年後

間伐により沿線木の直径成長は促進されたが、内部木
の直径成長は促進されなかった。

調査数が少ない。（沿線木3
本、内部木3本）

1伐3残＋定性

2伐4残

2伐5残＋定性

ヒノキ 栃木県 29 間伐の
7年後

・直径成長は内側列と比べて外側列で大きく、間伐効
果は外側列で大きい。
・2伐4残では、内側列の立木に枝の枯れ上がりが認め

られ、樹冠長率は50％程から8ポイント程低下した。

※1：間伐を2回実施しており、2回目は1回目と直行するように行った。　※2：調査林分が複数あり、それぞれの林齢と調査時期を示している。　※3：本数密度、樹高等を基に

「収量比数RY計算プログラム（森林総合研究所）」により筆者が算出。　※4：調査林分が複数あるが、引用文献に個別の林齢と調査時期が示されていない。

5

7

特になし。

文献
列状間伐
の方式

樹種
間伐時
の林齢

調査
時期

地域 結論 留意点

3

9
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写真 蔦列状区の伐採列 (蔦国有林 116 り 3 小班) 

1 伐 2～3 残に相当する 2 m 伐 5 m 残の事例 1)では林分全体に間伐効果があったと報

告されている。一方、残存列が 3 残以上の事例 2-9)のうち、2 伐 5 残の事例では外側列

から 2 列目まで間伐効果が及ぶとする結果 5)や、列による差は認められなかったとす

る結果 3)も報告されているが、伐採列に接する立木と比べて接しない立木の直径生長

が劣るとする報告 2,4,6-9)がほとんどであった。したがって、残存列数が 3 残以上の列状

間伐では、間伐による生長促進効果が林分全体に及ばない恐れが大きいと言える。ま

た、表 2 に示していないが、列状間伐に関する宮城県のマニュアル 10)や、書籍 11)、総

説 12)においては、列状間伐により伐採列に接しない立木が生じる場合、林分全体に間

伐効果が及ぶようにするためには、残存列に定性間伐を加える必要が指摘されている。

ただし、どの程度、定性間伐を加える必要があるか定量的には示されていない。  

(2) 実地調査 

①林内の様子（蔦列状区） 

 蔦列状区の伐採列の現状を写真に示した。間伐から 11

年経過後も、樹冠がうっ閉していないとわかる。  

②平均胸高直径（蔦列状区, 蔦定性区） 

 蔦列状区の内側列と、同区の外側列および蔦定性区の

立木の平均胸高直径を図 1 に示した。なお、蔦列状区で

は 1.5～2 伐 4 残の列状間伐が 11 年前に実施されており

（表 1）、ここでは、伐採列に接しない 2 列を内側列、伐

採列に接する 2 列を外側列とした。内側列の平均胸高

直径は外側列および蔦定性区のそれと比べて有意に

小さかった。機械的に選木を行う列状間伐の直後には、

内側列と外側列で立木の胸高直径に差はなかったと

考えられるため、間伐から 11 年の間におよそ 5 cm の

差が生じたことになる。この結果から、表 2 に示した

多くの事例 2,4,6-9)と同様に、伐採列に接しない立木の直

径成長は劣ると確認できた。ただし、蔦定性区と蔦列

状区の胸高直径を単純に比較することは、蔦定性区の

方が地位が高いこと、および蔦定性区における定性間

伐でどの様な選木を行ったか明らかでないこと等か

ら、適切ではない。  

③立木間距離（蔦列状区, 蔦定性区） 

先行研究 13)によって、立木間距離と直径生長との間には相関があることが知られて

いる。そこで、胸高直径と同様に、蔦列状区の内側列と外側列の立木間距離に差が認

められるか確認した。さらに、列状間伐と同時に残存列へ定性間伐を加えた場合、立

木間距離がどの様に変化するかを調べることで、林分全体に生長促進効果を及ぼすこ

とができるか検証した。  

蔦列状区の内側列、それに定性間伐を加えた場合、同区の外側列および蔦定性区の

立木間距離を図 3 に示した。蔦列状区の内側列の立木間距離は同区の外側列および定

0

10

20

30

40

内側 外側

列状区 定性区

平
均

胸
高

直
径

(c
m

)

図 1 平均胸高直径 
同一のアルファベットを記したバーの間

には有意差 (T 検定 , P<0.05)がないことを示

す。エラーバーは標準偏差。  

a 
b b 
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図 3 残存幅と間伐効果を受けた残存木の関係 16) 

性区のそれと比べて有意に小さかった。この

ことから、内側列の胸高直径が外側列と比べ

て小さかった（図 1）原因は、十分な立木間

距離、すなわち生育空間が得られなかったた

めと考えられる。次に、11 年前の列状間伐を、

材積間伐率 33％程度の 1 伐 4 残+定性間伐で

行っていたと想定し、間隔や形質を考慮して

残存列に 5 本に 1 本程度の選木（内側列から

7 本、外側列から 1 本を選木した）を行い、

立木間距離の変化を調べた。定性間伐を加え

た場合の内側列の立木間距離は外側列や定性

区のそれと同等（有意差なし）になると分か

った。また、伐採列を 2 伐から 1 伐に狭めた

としても、伐採列を隔てた立木間距離は 4 m 程であるため、図 2 の結果と比べて十分

な間隔と言える。以上より、1 伐 4 残に定性間伐を加えた材積間伐率 33%程度の列状間

伐を採用すると、内側列の立木間距離を十分に改善することができるため、林分全体

に生長促進効果が及ぶと示唆された。  

 

3.1.2 樹冠周囲の開き具合の把握による生長促進効果の評価 

(1) 文献調査 

 岡山県林業試験場の中島ら 14-16)は、列

状間伐により樹冠の周囲が開けたかを指

標として、生長促進効果を評価している。

その主要な成果である残存幅と間伐効果

を受けた残存木の割合の関係を、文献 16)

より引用して図 3 に示した。なお、中島

らは間伐後の断面積生長量の調査結果 15)を

基に、樹冠の周囲が少しでも開けた残存木は間伐効果を受けたものとしている。ここ

で、幅 2 m を概ね 1 列とすると残存幅 6 m は 3 残に、8 m は 4 残にそれぞれ相当する

ため、図 3 からは 3 残では約 1/3 の残存木が 4 残では約 1/2 の残存木が間伐効果を受け

ないと読み取れる。同一の著者らにより整備された岡山県の列状間伐に関するマニュ

アル 17)では、間伐効果を受けない残存木のうち 2～3 本に 1 本を追加で間伐すると、林

分全体に効果が及ぶとしている。以上を踏まえると、3 残では残存木の 1/6～1/9 本を、

4 残では 4～6 本に 1 本を追加で間伐すれば、林分全体に間伐効果が及ぶと言える。な

お、このことは 3.1.1 項で示した結果とも一致する。  

(2) 実地調査（生内列状区） 

 上述の先行研究 14-16)を参考に、今年度に 2 伐 4 残の列状間伐を実施した生内列状区

において、間伐後の残存木の樹冠周囲の開き具合を調べた。その上で、材積間伐率 33%

程度の 1 伐 4 残+定性間伐で列状間伐を行っていたと想定して 5 本に 1 本程度の選木を

0
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100
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200
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350

内側 内側(+定性) 外側

列状区 定性区

立
木

間
距

離
(m

)

図 2 立木間距離※ 
同一のアルファベットを記したバーの間には有意差 (T 検

定 , P<0.05)がないことを示す。エラーバーは標準偏差。  
※：先行研究 13)を参考に、樹冠が接しかつ 4.5 m 以内の距

離の立木のうち近い方から 3 本目までとの平均距離とした。  

a 

bc b 

c 
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1/4以上

1/2未満

1/4未満

なし

図 4 樹冠周囲の開き具合の変化 

行い、残存木の樹冠周囲の開き具合がどう変化

するか調べ、その結果を図 4 に示した。調査し

た残存木は 48 本で、そのうち 8 本は被圧木だっ

たので結果から除外した。2 伐 4 残後に全く樹

冠の開けなかった立木の割合は、図 3 からは

50%程と予想したが、実際には 30%であった。

次に、1 伐 4 残+定性で施業したと想定して、上

層木 40 本から形質や間隔を勘案して 8 本を選木

（内側列から 5 本、外側列から 3 本）した。そ

の結果、樹冠の全く開けていない立木はゼロに

なり、樹冠の 1/2 以上が開ける立木は 56%に上った。また、被圧木も併せて伐るとし

て計算した定性部分の材積間伐率は 13%であり、1 伐部分と合わせても 33%であった

ことから、本調査の結果は、指定施業要件における材積間伐率の上限（35%）を満たし

た上で得られたものである。以上より、前項（3.1.1）の実地調査結果と同様に、1 伐 4

残に定性間伐を加える方式を採用すると、林分全体に間伐効果が及ぶと分かった。  

また、今回の調査では十分に評価できなかったが、間伐による生長促進効果を知る

上で、樹冠長率も重要な指標である。藤森 18)は、樹冠長率が 20％に近づいてしまった

立木は、その後の間伐により周囲が開けても生長が回復する可能性は少なく、樹冠長

率 50％を目指していくような密度管理が望ましいと主張している。さらに、先の文献

調査結果（表 2）によると、列状間伐を実施した林分の内側列の立木における樹冠長率

の低下 2,9)が報告されている。このことは、列状間伐によって周囲が十分に開けなかっ

た内側列の立木では、樹冠長率が低下し続けてしまい、たとえ次の間伐で生育環境が

改善したとしても、良好な成長が見込めない恐れがあることを示唆している。すなわ

ち、次回間伐のみならず、そのさらに先の間伐や主伐の収穫量にまで影響を及ぼす恐

れがあり、今後、詳しく調査する必要がある。  

 

3. 2 列状間伐による形質向上効果の評価 

(1) 文献調査 

 列状間伐の前後では、林分内の不良木の割合が変わらないため、残存列へ定性間伐

を加えて不良木を間引く必要 2,10,19,20)が多く指摘されているが、その効果を定量的に評

価した事例は限られている。豊留ら 21)は、1 伐 2 残、1 伐 3 残+下層間伐、1 伐 4 残+下

層間伐、下層間伐の 4 通り全ての間伐を本数間伐率 33%となるように行い、間伐木に

占める曲り木の割合を調べた。その結果、下層間伐の割合が増えるほど曲り木の割合

が多くなるとしている。しかし、評価事例の蓄積としては十分といえないため、実地

調査によっても確認した。  

(2) 実地調査（生内列状区） 

今年度に 2 伐 4 残の列状間伐を実施した生内列状区において、間伐後の残存木に占

める形質ごとの立木の割合を調べた。さらに、1 伐 4 残+定性間伐を想定して選木を行

い、残存木に占める形質ごとの立木の割合がどう変化するか調べ、結果を図 5 に示し
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た。なお、調査地は前項（3.1.2）と同一であり、選木も共通している。また、立木の

形質は以下の基準で目視により判別した。健全木：大きな欠点のないもの、曲り木：

曲りが大きく採材歩留りが落ちると思われるもの、他の欠点木：曲り以外の欠点によ

り採材歩留りが落ちると思われもの。  

2 伐 4 残後の現状では、残存木 40 本のうち健全

木は 29 本で、その割合は 73%であった。次に、

形質や間隔を考慮して残存木から 8 本を選木（健

全木 4 本、曲り木 3 本、他の欠点木が 1 本）した

ところ、残存木に占める健全木の割合は 78%へ向

上した。このことから、残存列に定性間伐を加え

ると、形質の向上に一定の効果があると言える。

ただし、単なる定性間伐による形質向上効果を調

べた事例 20)では、およそ 2/3 の形質不良木を除去

できたと報告されているが、本調査ではおよそ 1/3

（11 本中 4 本）に止まった。これは、列状間伐に合せて定性間伐を加える場合、既に

片側の立木が無くなっている外側列よりも、内側列の立木を優先して選木せざるを得

ない（本調査では、内側列から 5 本、外側列から 3 本を選木）ので、単なる定性間伐

と比べると選木の自由度が低いことが原因であると推察する。さらに、1 伐 3 残に定性

間伐を加える場合は真ん中 1 列からの選木が中心となり、1 伐 5 残の場合は 5 残のうち

3 残からの選木が中心となるため、残存列が多い方が定性間伐を加えた場合の形質向上

効果は高いと考えられる。  

  

3. 3 列状間伐による冠雪害抵抗性向上効果の評価 

(1) 文献調査 

一般に、形状比が高い立木や樹冠の形が偏っている立木ほど冠雪害を受けやすく、

同一林分でも形状比の高い立木が偏在している箇所には冠雪害が発生し易いとされて

いる 22)。実際に列状間伐を実施した林分における冠雪害の発生事例を表 3 に示した。  

 

表 3 列状間伐実施林分における冠雪害の発生事例 

 

 

形状比が高い立木ほど気象害を受け易かったこと 23,24)が報告されており、同一林分

内では列状間伐を実施した林分で被害率が高かったとの報告 25)も見受けられた。その

全立木 無被害木 被害木

23 1伐2残 38 39 スギ 20.1 21.6 - 79.4 87.2 被害木の形状比は無被害木のそれと比べて高い。

24 1伐3残 32 33 スギ 24.2 19.2 80.7 - -
・形状比の高い立木ほど被害の割合が高い傾向であっ
た。
・残存列の小径木や形状比の高い立木も併せて間伐
することで、被害を少なくすることが可能

2m伐6m残 15 17 スギ 24.4 - - - -

定性（下層） 15 17 スギ 11.9 - - - -

平均形状比列状間伐
の方式

樹種
被害率
（％）

平均樹高
（m）

結論文献
間伐時
の林齢

被害時
の林齢

・残存列外側半分の被害本数は内側半分のそれの
1.48倍。伐採列が原因となった恐れあり。

・次回間伐を列状の方が定性より早く行わなければな
らないが、組み合わせて行うことで回避できる可能性。

25
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図 5 各形質の立木本数の変化 
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結果を受け、残存木の冠雪害への抵抗性を向上させるには、形状比が高い立木を林内

に残さないことが重要であり、そのために残存列へ定性間伐を加えることが推奨され

ている 24,25)。  

(2) 実地調査（生内列状区） 

 今年度に 2 伐 4 残の列状間伐を実施し

た生内列状区において、残存木の形状比

の分布を調べた。さらに、1 伐 4 残+定性

間伐を想定して選木を行い形状比の分布

がどう変化するか調べ、結果を図 6 に示

した。なお、調査地は前々項（3.1.2）お

よび前項（3.2）と同一であり、選木も共

通している。選木の結果、形状比 80 以上

の立木が主に選木され（70～80：1 本、80～90：4 本、100 以上：3 本）、残存木の平均

形状比は 76 から 72 へ低下した。このことから、残存列に定性間伐を加えると、形状

比の高い立木を除去することができ、冠雪害抵抗性の向上が期待できると言える。  

 

3. 4 残存木への損傷に関する評価 

 列状間伐は定性間伐と比べて残存木への損傷を 3 割～半分程度軽減できる 10,26)と報

告されている。したがって、列状間伐と併せて残存列へ定性間伐を行い、なおかつ、

その材を搬出する場合には、定性間伐部分での伐倒や集材によって残存木の損傷が増

加する恐れがある。  

 

3. 5 間伐作業の生産性に関する評価 

 文献調査結果を表 4 に示した。なおここでは、1 伐と 2 伐の生産性を比較した事例の

みを取り上げた。  

表 4 列状間伐の生産性の評価事例 

 

 

1 伐と 2 伐の生産性を比較した事例は限られているが、緩傾斜地 27)および急傾斜地

3)いずれの事例においても、概ね 2 伐の方が生産性は高いと報告されている。これらは、

1 伐よりも 2 伐の方が作業空間に余裕があることが主な原因と考えられている。  

3.6 間伐材の生産量に関する評価 

 列状間伐と併せて残存列に定性間伐を加える場合には、形質不良木を積極的に取り

文献 樹種 地域
間伐時
の林齢

本数密度
（本/ha）

単木材積

（m3/本）
傾斜 作業種 使用機械

列状間伐
の方式

生産性 （単位）

27 スギ 栃木県 49 1037 - 3～10゜ ハーベスタ 1伐2残 8.4 （m3/h）

2伐4残 9.4 （m3/h）

3 スギ 宮城県 20゜/ 30゜ 伐倒 チェーンソー 1伐 54 （本/h）

2伐 69 （本/h）

41 1523 0.360 20゜ 集材 1伐 20.4 （m3/人･日）

2伐 17.4 （m3/人･日）

1伐 14.5 （m3/人･日）

2伐 20.2 （m3/人･日）

スイングヤーダ
（ウィンチ）

スイングヤーダ
（ランニングスカイライン）

伐倒・造材
・椪積

41 /
40～42

1523/
1883

0.360 /
0.152
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除くために採材歩留りの低下が想定される。さらに、本数密度が高い林分で定性部分

から木寄せを行うと生産性が低下したり残存木への損傷が増えたりする恐れがあるの

で、ある程度は伐り捨てにすることも考えられる。したがって、一概には言えないが、

定性間伐の割合が増えるほど生産量は減少すると考えられる。  

 

3.7 総合的な評価 

 これまでの調査結果（3.1～3.6）に基づき、1 伐 2 残、1 伐 3 残+定性、1 伐 4 残+定

性、2 伐 4 残の 4 つの方式の列状間伐について得失を評価し、表 5 に示した。評価は○、

△、▲の 3 段階で相対的にランク付けすることで行った。なお、4 つの方式の材積間伐

率はいずれも 33%を想定した。  

 

表 5 列状間伐の方式別の得失に関する評価結果 

 
 

 全体的にみると、間伐作業の生産性と間伐材生産量といった木材生産面を優先させ

るならば 2 伐 4 残が優れており、間伐による保育効果を優先させるならば 1 伐 3 残+定

性か 1 伐 4 残+定性が優れていると言える。1 伐 2 残は直径成長や損傷軽減の面からは

優れているが、間伐の前後で立木の構成に変化がないため、形質向上と雪害抵抗性に

ついては劣っていると評価した。しかし、これは逆に言うと、形質不良木がほとんど

なく、かつ冠雪害の危険が少ないと判断できる林分においては、1 伐 2 残のデメリット

は少なくなり、相対的に望ましい施業と言える。また、1 伐 3 残+定性と 1 伐 4 残+定

性では、後者の方が定性間伐の割合が高いために、形質向上と冠雪害抵抗性は優れて

おり、損傷軽減、間伐作業の生産性、間伐材生産量は劣ると思われるが、どの程度の

差があるか定量的に検証できなかったため同一の評価とした。  

  

4. 結論 

 一般に、間伐等の施業が林分に与える影響を検証するには長期に渡る継続的な取り

組みが必要であるため、どの様な施業方法を採用するか決定する際に、必ずしも十分

な情報に基づいて判断できるわけではない。したがって、中･長期的には、国有林のフ

ィールドを活用して必要なデータの収集に取り組みつつも、その時々に得られる既存

の情報を基に意思決定を行うことが現実的であり、より確かな判断に資すると考える。

本調査では、その様な考えのもと、どの様に間伐を実施すべきか判断するために必要

直径成長 形質向上 冠雪害抵抗性 損傷軽減 間伐作業の生産性 間伐材生産量

1伐2残
○

全ての残存木が
伐採列に接する

▲
不良木の
除去なし

▲
雪害危険木の

除去なし

○
軽減可能

△
2伐より低い

○
多い

1伐3残+定性
○

内側1列に対して

十分な間伐可能

○～△
効果はあるが

十分でない恐れ

○～△
効果はあるが

十分でない恐れ

○～△
定性部分の搬出で
損傷増加の恐れ

△～▲
2伐より低く、定性部分の

搬出でさらに低下の恐れ

○～△
定性部分を

伐り捨てると低下

1伐4残+定性
○

残存列にも
十分な間伐可能

○～△
効果はあるが

十分でない恐れ

○～△
効果はあるが

十分でない恐れ

○～△
定性部分の搬出で
損傷増加の恐れ

△～▲
2伐より低く、定性部分の

搬出でさらに低下の恐れ

○～△
定性部分を

伐り捨てると低下

2伐4残
△

内側2列で

低下の恐れ

▲
不良木の
除去なし

▲
雪害危険木の

除去なし

○
軽減可能

○
高い

○
多い

木材生産保育効果列状間伐
の方式
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な知見を得るために、文献調査とできる範囲での実地調査により列状間伐の得失を整

理した。本調査の結果に基づくと、伐採列を 1 伐に、残存列を 3 残か 4 残程度に設定

して定性間伐を加える施業が保育効果の点で優れている。したがって、本数密度が高

く混み合っており、なおかつ形質不良木の除去が不十分な若齢林における列状間伐の

方式としては好ましいと考える。  

 しかしながら、列状間伐の得失に関する知見は、間伐後の生長量については比較的

豊富であるが、それ以外については十分とは言えず、本調査で得た知見はあくまで暫

定的なものである。さらに、本調査で評価の対象とした列状間伐の得失は、実際の意

思決定のために必要な情報の一端に過ぎない。今後は、間伐方法の違いにより次回間

伐から主伐までを含めた収支がどの様に変化するかといったことを、不確実性は大き

くとも予測する必要はあると考える。さらには、今後発生する要間伐林分の面積と、

そこから生産できる間伐材の数量、それに対する需要量といったマクロな視点からの

検討も行わなければ、どの様に施業を進めていくべきか判断することは困難であると

思える。  

 さらには、国有林において間伐等の作業を実行するのは契約関係にある事業体であ

る。いくら理屈上は適切と思われる施業を計画し、間伐設計を行えたとしても、例え

ば選木が適切でなければ期待したとおりの保育効果は望めないし、伐倒手や重機のオ

ペレーターの力量が十分でなければ生産性は上がらず、残存木には損傷を与える恐れ

が大きい。したがって、適切な施業を実現するには、施業計画のみならず、事業実行

に責任を持つ監督員と事業体の作業員の知識・技術力も極めて重要である。そのため

には、技術力の優れた事業体を適切に評価し、その更なる向上を促すような仕組みが

必要であると考える。  
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天然更新を活用した牧草地の森林化について

岩手北部森林管理署 主任森林整備官 松尾 亨

１ はじめに

東北地方の国有林には、かつては森林であったところを牧草地として造成し、市町村に

貸付してきた採草地等がある。しかし、近年の畜産不振から返地を望んでいる箇所が増加

傾向にあり、その森林化にあたっての経費が問題化している。

放牧・採草を休止して 10年～ 20年経過しても、これらの牧草地は、オーチャードグラ
ス・チモシー等の外来牧草が繁茂し、根の緊密化や１ｍを超える草丈により、天然種子の

発芽や生長を阻害している。こうした天然更新にあたっての問題点を、地掻による地表処

理により解消し森林化させることにより、従来の人工植栽より低コストで、郷土樹種によ

る森づくりの施業方法の開発を目的に 5年間調査した内容である。

２ 試験地の概要と経過

位置 岩手県八幡平市田山 矢神岳国有林他

北緯 40度 4分 51秒 東経 140度 58分 5秒 海抜 650ｍ
森林土壌 適潤性褐色森林土

伐採前の森林 アカマツ・ミズナラ・シラカンバ等の天然生林と一部カラマツ

等の人工林

昭和 48 年度に牧草地として約 100ha を旧安代町が造成し、貸付契約により継続使用し
ていた。その後も、放牧・採草利用をしていたが、畜産業の不振により、平成 10 年頃よ
り使用されなくなり放棄された。

平成 20 年返地のための現地検討会を森林総合研究所東北支所と行い、天然更新による
森林化の試験に取り組んだ。

３ 試験区の設定状況 農業用トラクタ掻き起こし

掻き起こし作業前の牧草地と母樹カラマツ林 掻き起こし耕運処理後の試験地

写真 1 写真 2
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建設用バックホウによる牧草剥離

牧草剥離前の状況 列状に牧草を剥離 写真左と奥が母樹林

写真 3 写真 4

４ 調査項目と調査方法

（１）天然更新の可能性の調査

① 掻き起こしによる地表処理後、埋土・飛散種子による発芽の状況の調査

（２）掻き起こし方法の違いによる調査

① 農業用トラクタによる耕運（八幡平市所有機械による）

② 建設用バックホウによる牧草剥離(森林林業振興会チャーターによる)

（３）天然更新の発生樹種及び母樹林の調査

①（２）②による天然更新発生樹種調査

② 天然更新母樹林の調査

（４）比較試験として播種更新及び植栽による人工更新の調査

① ミズナラ・シラカンバ等の前生樹木の播種による更新調査

② ブナ他広葉樹による人工植栽による更新調査（ブナ苗木 森林総研東北育種場提供）

③ 動物散布の可能性の調査（ハイスタンプライン）

５ 調査データーと結果

（１）天然更新の可能性の調査

周辺の残存森林状況を調査し、過去の森林時代の埋土種子からの発生と、母樹からの

飛散種子からの発生を調査。

① 掻き起こし作業後の種子の発生状況の調査
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農業用トラクタによる耕運 建設用バックホウによる牧草剥離

グラフ 1 グラフ 2
掻き起こし作業時に土壌サンプルから埋土種子の調査をしたが、牧草地に開発してから

40 年近く経過しており木本類の種子が見られなかった。また、農業用トラクタが耕運し
た箇所からも発生稚樹が見られなかった。

一方、建設用バックホウによる牧草剥離箇所も、埋土種子からの発芽が見られなかった

が、飛散種子発生由来のアカマツ・イタヤカエデ・ウリハダカエデ等の発生が見られた。

[分析内容は（２）の結果１・２による]

（２）①・② 掻き起こし方法の違いによる地表処理

地表処理の違いによる天然更新の稚樹発生量を調査するにあたって、導入機械と事業経

費の比較を行うことを検討したところ、掻き起こしレーキ機種がなく、事業主体であり共

同研究機関の八幡平市側から本格実施時に取り組みやすい機種として、市所有農業用トラ

クタによる耕運処理と、チャーター契約の建設用バックホウによる牧草剥離の方法で、稚

樹の発生量を調査した。

結果１（農業用トラクタ）

グラフ１が農業用トラクタ耕運による箇所のデータである。A 区の天然更新箇所では稚
樹の発生がほとんど見られなかった。写真 2・5を参照

C 区の播種更新箇所では、ケヤマハンノキとヒメヤシャブシの発生が見られ、ha あた
り平均で 5,000本程度であった（写真 6）。

E 区の列状植栽箇所については、ブナ・ミズナラ等の植栽箇所で全体の残存率は 72 ％
程度であった。減少の原因は誤伐・ウサギ食害・雪折れの順に発生していた。また、植栽

時には 60cm程度の樹高が、1mに達したものが全体の 70％程度であった（写真 7）。

写真 5 写真 6 写真 7
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結果２（建設用バックホウ）

グラフ２が建設用バックホウによる牧草剥離による箇所のデーターである。A 区の天然
更新箇所ではアカマツ・イタヤカエデ・ウリハダカエデ等の稚樹の発生量が多く、ha あ
たりで、多い区画で 100,000本・平均で 30,000本程度の発生が見られる（写真 8）。

C 区は、比較試験として行ったミズナラ播種区である。ミズナラの播種は発生量も多く
平均で ha あたり 15,000 本であり発芽率も高い。また、飛散種子によるアカマツ・ウリハ
ダカエデ等の発生も合わせると haあたり平均 35,000本程度の発生が見られる（写真 9）。

E 区も比較試験のミズナラ他 11 種の播種区である。シラカンバ・ケヤマハンノキ・ホ
オノキ・ヒメヤシャブシ等の播種とアカマツ・イタヤカエデ等の飛散種子による発芽と併

せて haあたり平均 20,000本の発生となっている（写真 10）。

写真 8 写真 9 写真 10

（３）天然更新の発生樹種及び母樹林の調査

① 稚樹の発生量の多かった（２）②の建設用バックホウによる牧草剥離箇所の調査

高木性樹木の発生量と草本被覆率及び樹種別グラフ

グラフ 3 グラフ 4

グラフ 3は高木性稚樹の発生量と草本の被覆率で被覆率の低い箇所の発生量が多い。
グラフ 4は、天然更新区の発生樹種を表したものである。ウリハダカエデ・アカマツ・

イタヤカエデ・シラカンバ等の飛散種子による発生量が多い。
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②－イ 天然更新母樹林の調査 図 1

写真 4の試験区の母樹林をフォレストウインドで調査した図である。
濃紺アカマツ 緑イタヤカエデ 赤ウリハダカエデ 水色シラカンバ等 黄色ホオノキ

茶色ミズナラで表している（図１)。

母樹林の主要樹種は、高木性のアカマツ・イタヤカエデ・シラカンバが主体の林で、点

在的にウリハダカエデ・ヤマモミジが見られた。前生樹林が、アカマツ・イタヤカエデ・

ミズナラ等であったことから、下のグラフのようにこれらの母樹起源のものと思われる稚

樹の発生量が多い。グラフ 5のように立体で表した稚樹発生量と関連している。

グラフ 5

図 1 の樹種と同色
で 5種

グラフ 6

母樹林からの距離別に稚樹の発生

量を表したグラフである。25 ～ 60
ｍ付近が haあたりの発生量が多く、
100ｍ付近でかなり少なくなる。(ha
あたり 5,000 本)近似値線で見て今
後の残存率から考えて飛散種子によ

る限界距離と思われる。

（４）比較試験としての播種試験及び植栽による人工更新

① 天然更新との比較試験として播種試験

グラフ２の高木性樹木の発生量から、C区のミズナラ播種区では ha平均で 35,000本
程度の稚樹が発生し、そのうち 15,000 本ほどが播種のミズナラであった。ミズナラは
haあたり平均で約 42,500本程度の播種であり 35％程度の発芽率である。
また、E 区にはケヤマハンノキ・ホオノキ・ヒメヤシャブシ等 12 種を播種した箇所
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のデータである。下は C 区の状況写真である写真 11 は播種翌年の稚樹 写真 12 は 2
年目の秋の稚樹の根茎の状態である。

写真 11
写真 12

グラフ 7・8は播種試験区 Cと E区の樹種構成と発生量のグラフである。

グラフ 7 グラフ 8
② ブナ他広葉樹の植栽による人工更新との比較

プロットごとに植栽密度を ha1,000
本から 3,000 本で植栽し調査した。
植栽密度により生育状況や残存率

に明確な違いは見られなかった。

下刈り時の誤伐・雪折れ・ウサギ

・ネズミ食害により残存率は平均

値で 72％となった。

グラフ 9
植栽 5 年後の生育状況は、平均値で植栽時の 60 ｃｍから 1.3 ｍ程度に成長している。

シラカンバ等大きいものでは 2.2 ｍのものも見られるが、低密度（1,000 本）植栽で残存
率の低い箇所が見られるなど、成林時の本数密度の低下も懸念され、投入経費から考えて

植栽によらなければ成林が難しいような急傾斜地などにおいてこの方法が適当と考える。

③ 動物散布の可能性調査

平成 23年度より動物散布による試験として、写真５のような間伐材の杭を２ｍ間隔
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で高さ 1.5mほどに設置し、番線で杭間を結んで「野鳥の止まり木」と杭周辺での小動
物の隠れ家となり、樹木種子の散布を調査する（仮称ハイスタンプライン）試験を実

施したが、2 年経過時の調査では、一部にタラノキの発芽が見られるものの、高木性
樹木の稚樹は見られなかった。

写真５ 写真６

６ 事業経費の比較

植栽 4 年目の下刈り経費まで算出した通常の人工植栽による更新と比較して、下刈り 2
回を含めた天然更新作業で ha あたり 46 万円で約 34 ％の経費で可能であり、92 万円ほど
の低コスト化に繋がる（表 1参照）。

表 1

７ 調査結果のとりまとめ

調査結果のポイント

（１）地表処理の工法の違いが樹木稚樹の発生と生育に重要

① 牧草の根茎の処理には建設用バックホウ等による牧草剥離が発生がよい。

② 草本の侵入スピードを遅らせるため、秋の処理が効果的。

③ 地表処理は傾斜 20度以下の斜面で行うことと、列状に残草地を設けることで土壌
の流出防止効果が得られる。

技術開発経費内訳
作業種 金額 面積 Ha当たり金額

農業用トラクタ掻き
起こし（市所有）

５８８，０００ １．８Ha ３２６，７００

建設用バックホウ
牧草剥離 市発注

５３６，０００ ２．０Ha ２６８，０００

植付（人件費） １３０，０００ ０．６Ha ２１６，７００

播種（人件費） ７０，０００ １．４Ha ５０，０００

種子採取（人件費） １８０，０００ １．４Ha １２９，０００

下刈 ６１６，０００ ６．２Ha ９９，４００

苗木代（ミズナラ） １１０ １．０Ha ２７５，０００

天然更新区Ha当たり 466,800円 約34％

播種区HA当たり 645,800円 約46％

岩手北部森林管理署人工更新（下刈4年目）標準Ha当たり 1,384,000円
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（２）母樹林の配置

① 母樹林の常風方向の風下に、天然更新箇所を設定する。

② アカマツ・イタヤカエデ等の飛散種子は母樹～ 100ｍ程度までが可能範囲
（３）天然更新が難しい箇所の更新方法

① 播種更新をはかるため周辺森林の状況に合わせた、多種の播種が良い。

（例 発芽率の良いミズナラ・ブナ等の大型種子と初期成長の良いケヤマハンノキ等）

② 急傾斜地で地表処理できない箇所は植栽で対応するが、5 年残存率 70 ％を考慮し
た本数が必要。

（４）保育作業について

① 稚樹の乾燥や寒風害予防から、草本の密度・草丈の生長を見ながら適度な下刈。

８ 今後の事業への取り組み

図２ 図３ゾーニング計画図（案）

牧草地の森林化計画作成にあたっては、７ 調査結果のとりまとめから天然更新の可能

なゾーン・播種更新の可能ゾーン・人工植栽ゾーンや、急傾斜地で林地保全上そのままの

ゾーンを検討し、ゾーニングを図ってから実行していく必要がある。

作業の実施後も、稚樹の生育状況に応じた保育作業を適時取り入れていくことが重要で

あり、状況を見極めながら PDCA サイクルで団地ごとの事業を進めていくこともポイン
トと考える。

９ 今後の技術開発の活用

牧草地の森林化については、東北地方の各地で取り組まれた例があるものの、低コスト

で成功している事例が見られないため、他の市町村での活用も視野に入れ今後の展開が必

要である。

本試験地において、岩手県を始め青森県からも視察団があるなど、この問題に予算と時

間の両面で苦慮している市町村も多くあり、技術の汎用性が広がることにより、その地域

に合わせた方法の選択に繋がると考えられる。今後さらに実施段階での検証を踏まえて、

他所での参考事例となるように技術の普及を図っていく。

調査データーから今後の取り組み

牧草地の森林化に向けた市町村との協議

森林化計画の作成 PDCAサイクルによる事業の実施

残草地への掻き起こし土壌の影響

土砂流出防止の有効性 急傾斜地の保全

天然更新・播種更新・人工植栽のゾーニング

地表処理工法と母樹距離 飛散種子距離から播種の選択
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青森県内の素材生産と製材の現状に関する調査

津軽森林管理署金木支署 ○堀部 公平 斎藤 健治

１．はじめに

青森県は全国で第４位のスギ人工林面積を有しており、スギ人工林の成長とともに、

年々、スギ丸太の素材生産量が増加し、年間７０万 m3 を超える素材生産量の４分の３
を占める状況となっている。

そのような中で青森県内には、大型の製材工場や集成材工場等の立地もなく、県内で

生産されているスギ丸太の販売先の確保が重要な課題となっており、今回、関係団体の

協力を得て、素材生産業者及び製材業者を対象としたアンケート調査を行い考察するこ

ととした。

２．アンケート調査の方法

平成２４年度の状況等を主体にアンケート調査することとし、青森県内の素材生産業

者等８１社と製材業者７０社にアンケートを送付した。

素材生産業者等へのアンケートの内容は、

・立木の購入量と生産した素材の販売量

・スギ丸太の販売状況と意見

などとし、３０社から回答が得られた。また、

製材業者へのアンケートの内容は、

・丸太の消費状況

・スギ丸太の受入状況

・スギ製材品の出荷状況

などとし、２２社から回答が得られたので、

集まったデータを分析することとした。

３．アンケート調査の結果

（１）素材生産業者等のアンケート調査の結果

① 「立木の購入量」は、３０社で１６万

７千 m3 となり、国有林・民有林別では民
有林からの購入が８０％の１３万４千 m3、
主間伐別では主伐が８３％の１３万９千

m3 になった。また、１社当たりでは５千
６百 m3の購入量となった。
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② 「立木の樹種別購入量」は、スギが

８５％の１４万２千 m3 を占めており、
スギ以外ではアカマツ・カラマツ・広葉

樹が、それぞれ５％前後の７千から９千

m3となった。

③ 「県別の丸太販売状況」は、青森県

での取引者数を１００％として、秋田県

へは９１％、岩手県へ４３％と隣接県へ

の販売が活発で、東北以外の地域には１

７％販売していた。

④ 「丸太の販売数量」は、全体で２１

万９千 m3 となり、８５％に当たる１８
万６千 m3 は各工場等へ直送し、１５％
に当たる３万３千 m3 が市場等で販売さ
れていた。また、５５％が一般製材用、

１６％が合板用、２９％がパルプ・チッ

プ向けとなった。

県別では青森県内で６２%の丸太を販
売、県外では秋田県、岩手県、宮城県の

ほか、海上輸送による遠距離販売も行わ

れていた。
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⑤ 「スギ丸太の長級別の販売状況」

は、４ｍで８１％の２２社、３．６５

ｍで５９％の１６社で販売しやすい結

果となり、反面３ｍと２ｍ以下で販売

しにくいとの回答が半数を超え、３ｍ

採材を行っていない意見も多数あった。

⑥ 「スギ丸太の長級別の販売径級」は、

材の長さによる違いは少なく、全般的

に２２ cm から２８ cm の径級の材は販
売が容易である反面、１６ cm 以下の
細物と４０ cm 以上の太物で販売に苦
慮している結果となった。

⑦ 「丸太販売の問題点」は、販売先の

確保より価格面での問題が大きい結果

となり、特に、「エ 一般材の価格が

安い」、「カ 低質材の価格が安い」は、

７０％以上の回答となった。

その他の回答として、大型工場の受

け入れ制限や径級３０ cm 以上の丸太
の販売に苦慮しているといった意見も

寄せられた。
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⑧ 「丸太販売に重要と思われるもの」は、

「ア 販売先の確保」が７７％、「エ 計画

的・安定的な販売」が５７％と高い結果とな

った。

⑨「丸太販売に関する意見」は、

ア 青森県内に大型製材工場・合板工場の

立地を要望

イ 丸太のストックヤードの確保

ウ 県外だと丸太の運搬経費の負担が大きい

エ 買い手市場で丸太価格が安い

オ 細物・太物が売りづらい

カ 国有林の立木価格が高い・歩止まりが悪い

などがあった。

（２）製材業者等のアンケート調査の結果

① 「丸太消費量」は、２２社の合計で８万

７千 m3、１社当たり３，９１７ m3 とな
り、消費量が１，０００ m3 に満たない製
材業者が１０社あった。

「丸太の購入量」は、丸太消費量とほぼ

同じ数量で、購入先は素材生産業者等から

７４％に当たる６万４千 m3 となり、この
ほかでは、「市場」と「その他」でそれぞ

れ１万 m3程度の購入となっていた。

② 「丸太の樹種別購入量」は、８０％の

７万 m3がスギ丸太で、スギ丸太以外では、
青森ヒバが１１％の９千 m3、カラマツが
７％の６千 m3 でスギ主体の購入となって
いた。
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③ 「乾燥施設の設置状況」は、３６％の８社で設置しているが、未設置の工場は今

後の設置について、１社を除く１３社で未定という結果となった。

④ 「スギ製材品の分類別出荷状況」で

は、出荷数量全体では２万９千 m3 出
荷され、県内が１万５千 m3、県外が１
万４千 m3 となり県内が若干多い結果
となった。

分類別では、その他が４２％の１万

２千 m3、構造材が３０%の９千 m3、
羽柄材が２０%の６千 m3 となり、そ
の他のほとんどが梱包・パレット材で

した。分類別での県内外への出荷状況

では、構造材、造作材、工事用材が県

内での出荷比率が高く、その他と羽柄材が県外での出荷比率が高い傾向となった。

⑤ 「スギ製材品の納入先」は、４１％の１万２千 m3 が工務店、３８%の１万１
千 m3 が商社となり、県内では工務店、県外では商社という結果となった。

（３）「国有林で実施しているシステム販売との連携」について、「必要」の回答が、素

材生産業者では５８％に対して、製材業者は３６％となった。

必要とする理由は、素材生産業者では、

ア まとまった販売量の確保が可能になり計画的・安定的な販売が可能

イ 価格面での有利販売

ウ 販売できなかった材の販売先の確保

製材業者では、

ア 仕入れ価格の安定により経営が安定

などの意見が寄せられた。

不要とする理由は、素材生産業者では、

ア これまでの取引先から購入を断られる
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イ これまでの取引先に迷惑をかける

ウ 丸太販売に時間がかかり土場敷の確保が必要になる

製材業者では、

ア 民有林材は森林組合でまとめている分で十分

イ 丸太購入の様々な選択肢が必要

ウ 素材生産業者からの直接購入で十分

といった意見のほかに、両者から小規模な企業には向かないとの意見があった。

４ ．考 察

素材生産業者は、丸太の販売先の確保に苦慮、製材業者は、製材品の販売先の確保に苦

慮していることから、

（１）丸太販売における素材生産業者と製材業者間の情報・連携の体制整備と強化

（２）中規模・大規模な製材・集成材・合板工場などの立地

（３）製材品販売先の情報整備

（４）羽柄材を主体とした製材品の首都圏への流通体制の構築

（５）木質バイオマス施設との連携による林地残材や背板チップの有効活用

（６）青森県内でのスギ製材品の利用拡大

などの対策のほか、県外へ出荷するスギ等

の丸太については、複数のストックヤード

を設けて自動選別機による選別巻立、入荷

計画の情報発信と受注システム、陸上・海上輸送

など流通構造の確立による効率化と計画的な販売を

行うことで、スギ丸太の販売における問題の解決と

製材品の需要拡大や販売の円滑化により、素材生産業者

や製材業者の育成・整備が図られ、平成３２年までに国

産材の供給量倍増による国産材自給率５０％の実現が可

能になると考えられる。










